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財務諸表に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社以外の有価証券 

時価法（評価差額は正味財産増減額として処理）によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び無形固定資産･････定額法によっております。 

(3) リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第 13号（平成 5年 6月 17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年 3月 30日改正））に基づき、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

ただし、一契約のリース料総額が 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース

取引及びリース契約日が同会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。 

なお、一契約当り 300 万円を超えるリース契約はありません。 

(4) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

 

 



 

２ 

 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。 

   

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

 普通預金 117,874,000 0 101,390,000 16,484,000 

 定期預金 657,110 0 0 657,110 

 投資有価証券 2,023,192,800 146,442,200 78,907,900 2,090,727,100 

小 計 2,141,723,910 146,442,200 180,297,900 2,107,868,210 

特定資産     

国際交流事業積立資産 511,612,700 310,725,370 349,564,190 472,773,880 

 修繕引当資産 10,063,041 7,719,959 0 17,783,000 

 安藤基金特定資産 3,904,334 0 0 3,904,334 

 建物 174,858,896 0 14,933,287 159,925,609 

 建物付属設備 0 2,118,604 0 2,118,604 

 什器備品 455,171 1,239,884 246,493 1,448,562 

 土地 234,615,180 0 0 234,615,180 

小 計 935,509,322 321,803,817 364,743,970 892,569,169 

合 計 3,077,233,232 468,246,017 545,041,870 3,000,437,379 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:円) 



 

３ 

 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。 

 

                               

科  目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対応

する額） 

基本財産     

 普通預金 16,484,000 16,484,000 0 0 

 定期預金 657,110 657,110 0 0 

 投資有価証券 2,090,727,100 2,090,727,100 0 0 

小 計 2,107,868,210 2,107,868,210 0 0 

特定資産     

国際交流事業積立資産 472,773,880 472,773,880 0 0 

 修繕引当資産 17,783,000 0 17,783,000 0 

 安藤基金特定資産 3,904,334 3,904,334 0 0 

 建物 159,925,609 155,601,497 4,324,112 0 

 建物付属設備 2,118,604 0 2,118,604 0 

 什器備品 1,448,562 18 1,448,544 0 

 土地 234,615,180 0 234,615,180 0 

小 計 892,569,169 632,279,729 260,289,440 0 

合 計 3,000,437,379 2,740,147,939 260,289,440 0 

 

 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。 

                                 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物 400,036,098 237,073,311 162,962,787 

建物付属設備 2,167,000 48,396 2,118,604 

什器備品 4,546,841 3,098,267 1,448,574 

合 計 406,749,939 240,219,974 166,529,965 

 

 

 

 

(単位:円) 

(単位:円) 
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５ 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。 

  

補助金の名称 交付者 
前期末 

残高 

当期   

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表

上の区分 

地域国際化協会連絡協議会

研修助成金 

地域国際化協会連絡 

協議会 
0 100,000 100,000 0 ― 

留学生地域交流事業助成金 (独)日本学生支援 

機構 
0 360,000 360,000 0 ― 

大阪府ウクライナ避難民 

受入環境整備事業費 

補助金 

大阪府 0 378,983 378,983 0 ― 

中小事業者 LED照明導入 

促進補助金 
大阪府 0 985,000 985,000 0 ― 

  ウクライナ避難民支援 NPO 

 助成プログラム 
（公財）日本財団 0 1,219,335 1,219,335 0 ― 

多文化共生まちづくり促進

事業助成金 

（一財）自治体国際化

協会 
0 3,000,000 3,000,000 0 ― 

大阪府外国人受入環境 

整備事業費補助金 
大阪府 0 20,000,000 20,000,000 0 ― 

合 計  0 26,043,318 26,043,318 0  

 

 

６ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりであります。  

                        (単位:円) 

内 容 金 額 

 経常収益への振替額  

基本財産利息計上による振替額 22,184,039 

特定資産利息計上による振替額 

 特定資産受取利息（国際交流事業積立資産） 

 特定資産受取利息（安藤基金） 

5,253,189 

    (5,253,112) 

(77) 

特定資産取崩による指定解除額（受取寄付金） 35,900,000 

減価償却費計上による振替額 （受取寄付金） 14,625,000 

合 計 77,962,228 

 

(単位:円) 

 

 


